
◆ 普通会計貸借対照表

　　　（平成23年3月31日現在）

（単位：千円）

1 公共資産 75,881,8091 固定負債 19,470,966
(1)有形固定資産 72,314,813(1)地方債 16,523,700
(2)売却可能資産 3,566,996(2)長期未払金 0

(3)退職手当引当金 2,947,266
2 投資等 2,459,802(4)その他 0
(1)投資及び出資金 949,379
(2)貸付金 86,0672 流動負債 1,527,692
(3)基金等 842,211(1)翌年度償還予定地方債 1,368,087
(4)長期延滞債権等 943,952(2)未払金 0
(5)回収不能見込額 △ 361,807(3)翌年度支払予定退職手当 0

(4)賞与引当金 159,605
3 流動資産 4,795,616
(1)現金預金 4,653,895 20,998,658
 ① 歳計現金 1,100,064
 ➁ 財政調整基金等 3,553,831
(2)未収金 141,721 9,443,116
 ① 地方税・その他 228,188 59,779,129
 ➁ 回収不能見込額 △ 86,467 △ 7,577,724

494,048

62,138,569

83,137,227 83,137,227資産合計 負債・純資産合計

純資産合計

負債合計

公共資産等整備国県補助金等

公共資産等整備一般財源等
その他一般財源等

　
　貸借対照表は、当該年度までに市が積み上げてきた、行政サービスを提供するために
保有している資産と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを表
したものです。
「資産」は、道路・施設・設備や基金など、市がどのくらい資産を保有しているかを示
し、「負債」は、借入金など市が将来、負担・返済していく債務を示します。「純資
産」は、資産と負債の差引額で、本市が将来返済する必要がない資産を示します。
　平成22年度末の市の資産額はおよそ831億円、それに対する負債額は210億円、純資産
額は621億円です。

資産評価差額

平成22年度　普通会計貸借対照表（要約版）

資産の部 負債の部

純資産の部



◆ 普通会計行政コスト計算書
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759,908
14,762,374

平成22年度　普通会計行政コスト計算書（要約版）

（単位：千円）

（自 平成22年4月1日　　至 平成23年3月31日)

人件費
退職手当引当金繰入等
賞与引当金繰入額

物件費

409,759

6,855,161

144,181
759,908

2,997,453
1,713,506
2,050,289
93,913

265,578

１ 人にかかるコスト

125,894
2,509,717

経常費用　　A 15,522,282
2,693,382
2,370,792

5,563,980
2,928,369

純経常行政コスト　　A-B

支払利息等
回収不能見込計上額

　
　行政コスト計算書は、当該年度１年間の行政活動のうち、保健・福祉・ごみの収集な
ど資産形成に結びつかない行政サービスに要したコスト（経常費用）と、その行政サー
ビスの対価として得られた手数料などの財源（経常収益）を対比したものです。その差
引額が「純経常行政コスト」となり、行政サービスを提供する上で、地方税や地方交付
税などをどのくらい充てたかがわかります。
「経常費用」では、行政サービスを提供する上で要した費用を把握するため、職員の人
件費など人にかかるコスト、備品購入費や維持補修費など物にかかるコスト、扶助費や
補助費など移転支出的なコストなどに分類してあります。
平成22年度の経常費用は155億円、経常収益は8億円、この差引である純経常行政コスト
は148億円です。

３ 移転支出的なコスト

維持補修費
減価償却費

２ 物にかかるコスト

162,985
159,605

４ その他のコスト

社会保障給付

経常収益　　B
    使用料・手数料等

補助金等
他会計等への支出額
他団体への公共資産整備補助金等



◆ 普通会計純資産変動計算書

　純経常行政コスト
　財源調達
　　地方税
　　地方交付税
　　補助金
　　その他
　臨時損益
　資産評価替等

　

1,348,544

　純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産」の額が１年間にどのように変動したか
を表したものです。「純資産」を減少させる主な項目は、行政コスト計算書で算定され
る「純経常行政コスト」であり、増加させる主な項目は、地方税・地方交付税や国・県
からの補助金などであり、１年間の純資産総額の変動が明らかになります。
　「期末純資産残高」は、貸借対照表の「純資産合計」と一致します。

61,577,052
△ 14,762,374

（自 平成22年4月1日　　至 平成23年3月31日)

平成22年度　普通会計純資産変動計算書（要約版）

33,619

3,241,393

期末純資産残高

（単位：千円）

62,138,569

14,796,224
6,771,014

494,048

期首純資産残高

3,435,273



◆ 普通会計資金収支計算書

（単位：千円）
経常的収支　A 3,545,215

　人件費 2,760,224
　物件費 2,928,369
　社会保障給付 2,997,453
　補助金等 1,713,506
　支払利息 265,578
　他会計等への事務費等充当財源繰出支出 2,024,502
　その他支出 125,894

支出合計 12,815,526
　地方税 6,693,750
　地方交付税 3,241,393
　国県補助金等 2,858,115
　地方債発行額 1,507,000
　基金取崩額 30,443
　その他収入 2,030,040

収入合計 16,360,741
公共資産整備収支　B △ 1,606,489

　公共資産整備支出 3,290,455
　公共資産整備補助金等支出 93,913
　他会計等への建設費充当財源繰出支出 25,787

支出合計 3,410,155
　国県補助金等 499,312
　地方債発行額 1,285,600
　基金取崩額 693
　その他収入 18,061

収入合計 1,803,666
投資・財務的収支　C △ 2,149,570

　投資及び出資金 0
　貸付金 23,000
　基金積立額 929,681
　定額運用基金への繰出支出 339
　他会計等への公債費充当財源繰出支出 0
　地方債償還額 1,390,246

支出合計 2,343,266
　国県補助金等 77,846
　貸付金回収額 21,271
　基金取崩額 0
　公共資産等売却収入 33,619
　その他収入 60,960

収入合計 193,696
当年度歳計現金増減額　D（A+B+C） △ 210,844

期首歳計現金残高　E 1,310,908
期末歳計現金残高　F（D＋E） 1,100,064

　資金収支計算書は、性質の異なる3つの区分に分けて、市の行政活動に伴う1年間の
資金の流れを表しており、行政活動にどのような資金が必要とされ、それをどのよう
に賄ったかがわかり、「期末歳計現金残高」の増減の原因が明らかになります。
「経常的収支」は、人件費や物件費などの支出と地方税や地方交付税などの収入が表
示されており、日常の行政活動の資金収支となっております。「公共資産整備収支」
は、公共資産の整備などによる支出とその財源である補助金や地方債などの収入が表
示されております。「投資・財務的収支」は、基金の積立や地方債の償還などによる
支出とその財源である補助金、貸付金回収などの収入が表示されております。
　「期末歳計現金残高」は、貸借対照表の「流動資産の歳計現金」と一致します。

平成22年度　普通会計資金収支計算書（要約版）

（自 平成22年4月1日　　至 平成23年3月31日)



◆ 分析指標（普通会計ベース）
　　今回作成した各財務諸表の数値を活用して、分析指標を作成しました。

※23.3.31住基人口　49,805人

① 住民一人当たり資産額 1,669千円

② 住民一人当たり負債額 422千円

③ 住民一人当たり行政コスト 296千円

④ 住民一人当たり人件費・物件費等 166千円

⑤ 歳入額対資産比率 4.5年

⑥ 純資産比率 74.7％

⑦ 行政コスト対公共資産比率 20.5％

⑧ 受益者負担の比率 4.9％

⑨ 基礎的財政収支 △425,619千円

【指標説明】
① 住民一人当たり資産額

②

③

④

⑤

⑥ 純資産比率

⑦

⑧

⑨

受益者負担の比率

行政サービスに係る経常費用に対する受益者負担の割合を算出

住民一人当たり人件費・物件費等

人・物にかかるコストに対する住民一人当たりの額を算出

歳入額対資産比率

これまでに形成された資産が、当該年度の歳入の何年分に相当するかを算出

基礎的財政収支（プライマリーバランス）

公債発行収入を除いた歳入と公債の元利償還額を除いた歳出との差を算出

市が保有する資産額に対する住民一人当たりの額を算出

資産形成に結びつかない純経常行政コストに対する住民一人当たりの額を算出

どれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかを把握できる、公共資産に対
する経常費用の割合を算出

住民一人当たり負債額

市の負債額に対する住民一人当たりの額を算出

住民一人当たり行政コスト

資産総額に対する純資産総額の割合を算出

行政コスト対公共資産比率


